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凡　　　　　　　　例

       １　調査事項は、特に指定のない限り、令和６年４月１日現在である。

　　　　　　（期日を異にするものは、その旨記入してある。）

       ２　資料中の符号の用法は、次のとおりである。

　　　　　　　　「０」　　単位未満

　　　　　　　　「△」　　減少

　　　　              「－」　　皆無又は該当数字なし

　　　　              「…」　　不詳

       ３　数字の単位未満は、小数点第２位以下四捨五入した数値である。

　本指定都市基本施策比較検討調<予算編>は、指定都市議長会の指定都市市（議）会
事務協議会分科会（調査関係）の申し合わせにより、各政令指定都市の議会(事務)局が
毎年持ち回りで取りまとめを行っているものであり、本年度当番市は大阪市である。
　なお、Ⅲ新規・主要施策及びⅣ新規開設した施設については、相模原市の調査結果を
参考に作成した。


